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Ⅰ．連結損益の状況について

❏ 連結経営成績

【H26年3月期】



（コード番号：1870　　東証1部・名証1部）

H27.3
通期予想

売上高 77,000

増減率

24.8%

H25.3実績

66,940

H26.3実績

平成26年5月8日

上 場 会 社 名 矢作建設工業株式会社
代 表 者 名 取締役社長　　藤本　和久

37.0%完成工事高 65,355 47,691

IR資料　当社グループの経営現況について

平成26年3月期　連結決算

（単位：百万円）

当社グループの平成26年3月期連結決算の概要と経営現況を以下の通りまとめましたので、ご参照下さい。

6,631 5,800

（経常利益率）

2,581

(7.5%)

(3.2%)

▲ 522

完成工事総利益

兼業事業総利益

販売費及び一般管理費

（営業利益率）

営業利益

(7.3%)

2,133

当期純利益

経常利益

（当期純利益率） (3.9%)

3,258

5,600

▲5.4% 兼業事業売上高

（売上総利益率）

12,09115,618

19,249

売上総利益 29.2%

18,214

8,513

(18.1%)

35.5%

(1.8%)

1,184

(3.9%)

3,000

(3.9%)

175.1%

6,405

(7.7%)

2,074

(2.1pt)

200.2%

(7.9%)

83,569

9,5098,986

3,5784,080

11,537

(18.7%)
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本 社 所 在 地 名古屋市東区葵三丁目19番7号

問合せ先責任者 経 理 部 長 川 口 亮

156.8%

14.0%

▲5.5% 

として現れたものです。

平成26年3月期（当期）は前期に比べ増収増益となり、営業利益、経常利益、当期純利益の各利益

段階においては、過去最高益となりました。

これは、自社開発案件の商業施設や大型物流施設等が完成引渡しを迎えたことや、一般建築工事

を中心に施工が順調に進捗したことに加え、これまで進めてきたコスト低減への取り組みが成果

増減額

16,629

17,663

▲ 1,034

3,527

(0.6pt)

3,024

502

4,049

(4.0pt)

4,271

(4.5pt)
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【H27年3月期通期予想】





Ⅱ．事業別の概況

1． 建設事業





1-1.建築工事

❏ 受注高及び売上高の状況









の組織横断的な原価低減への取り組みが受注競争力の向上という形で現れてきたことから、商業

し、収益の安定的な確保に繋げてまいります。

建築工事全般において施工が順調に進捗したことにより、売上高も前期実績を上回りました。

・物流施設を中心に受注高は前期実績を大幅に上回りました。

利益面では増収効果に加え、設計段階よりコスト管理や業務の効率化を推進したことで、一般建

築工事を中心に前期実績に比べ大幅な増益となりました。

今後は、デベロッパーやマンション管理会社を有する当社グループが得意とする新築マンション

また、施工部門と営業部門が一体となって進めてきた大型開発案件が完成引渡しを迎えたことや、

また、利益につきましても、これら売上高の減少に加え、資材や労務費の高騰によるコスト増加

78.7%

69.5%

42.0%

55.3%

35.5%

17,380

16,646

施工が順調に進捗するものの、当期には大型開発案件の売上計上があったことや、耐震補強工事

当社グループは、設計施工を軸とした提案力の強化や、原価低減・生産性向上への取り組みを継

において公立小中学校の耐震化が一巡しつつあること等を勘案し、売上高は減少する見込みです。

16,468 911

16,370

5.5%

12,883

に加え、商業・物流施設等の受注拡大を図るとともに、中長期的な開発案件への取り組みを強化

ております。

点として本年秋を目処に「（仮称）鉄道安全研修センター」を新設し、工事に関するあらゆる専

増減率

（単位：百万円）

H25.3実績 増減額

同時に、建設業のベースである安全・品質に関する技術力の更なる向上に注力しており、その拠

門技術やノウハウの継承と人材育成を進めてまいります。

H26.3実績

耐震補強工事

13,794

4,445

12,201

16,973

32,83946,634連結売上高

29,253一般建築工事

耐震補強工事

29,756 17,555一般建築工事

一般建築工事につきましては、当社の強みが最大限に発揮できる設計施工案件に加え、これまで

連結受注高 46,729 30,082

12,527

平成27年3月期（来期）につきましては、引き続き商業・物流施設をはじめ一般建築工事を中心に

の影響を織込み、当期実績を下回る見込みです。

続し、当社グループの核となる土木・建築工事の受注拡大を進め、収益基盤の一層の強化を図っ
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① 耐震補強工事

❏ ピタコラム事業の実績及び予想





1-2.土木工事

❏ 受注高及び売上高の状況





① 維持・補修工事





増減率

14,851

防災・減災に有効である当社の独自技術の一つである地山補強土壁工法の「パンウォール」は、

H26.3実績

14,948

増減額

連結受注高 18,771

16,140

ける既設道路の拡幅工事や土砂災害復旧工事等で幅広く実績を重ねております。

多様な施工条件に対応できる優位性を活かし、新設道路築造に伴う擁壁工事に加え、山間部にお

　

社会インフラの維持・補修に向けた技術商品の拡販を進めてまいります。

今後ともパンウォール工法をはじめ、コンクリート剥落防止工法「ウォールプロテクト」など、

成したこともあり、受注高、売上高ともに前期実績を上回りました。

屋鉄道関連工事、当社独自の技術商品などの受注拡大を図り収益の向上を目指してまいります。

今後も、提案力の向上や原価低減への取り組みを引き続き強化するとともに、官公庁工事や名古

3,088

この合併により、鉄筋コンクリート造から木造まで建物の構造、用途や対象顧客を相互補完する

ピタコラム事業につきましては、国土強靭化計画による政策的な後押しもあり、公立小中学校を

15,000

業への取り組みを強化したことが奏功し官公庁工事が伸張したことや、民間の大型造成工事が完

18,721 26.1%

土木工事につきましては、従来からの名古屋鉄道㈱の鉄道関連工事に加え、技術提案型の公共事

3,869連結売上高

増減率増減額

（単位：百万円）

H25.3実績 H27.3予想増減率

連結受注高

▲15.3% 16,538 10.6%

▲7.1% 

連結売上高 1,589

5,169 47.1%

19.7%15,682

（単位：百万円）

H25.3実績

今後、公立小中学校の耐震化が一巡するなど耐震補強市場が転換期を迎える中、当社グループは

耐震補強事業の一層の強化に向け、本年4月に㈱ピタコラムと㈱ウッドピタを合併いたしました。

中心に工事が順調に出件されたことから、受注高・売上高ともに前期実績を上回りました。

10,971

と同時に、営業ネットワークをはじめとしたそれぞれの経営資源を共有し活用することで、潜在

14,000

H26.3実績

需要の掘り起こしと新たな市場の開拓に注力してまいります。
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2． 兼業事業

❏ 売上高の状況



① 分譲マンション事業

❏ 分譲マンションの実績及び予想





連結売上高

増減増減 H27.3予想

当社グループは、従来からの分譲マンション事業に加え、大規模開発案件や宅地造成案件への取

H25.3実績H26.3実績

(▲116戸)

+128戸

(▲17戸)

▲143戸▲3戸

(270戸)

(330戸)（内、当社持分）

(403戸)

り組みや、賃貸事業の見直し等にも着手することにより、収益性の高いポートフォリオの構築を

引渡ベース ▲331戸 460戸

(386戸)

来期の販売戸数（当社持分）は当期実績を下回る見通しでありますが、引き続きこれまで蓄積し

てきた顧客情報を活用し、多様化するライフスタイルに応じた商品を最適価格で提供することを

ましたが、販売が好調に推移したことにより期末の完成在庫ゼロを達成いたしました。

通じて、市場におけるブランド力の一層の強化に繋げてまいります。

（単位：百万円）

H25.3実績H26.3実績 増減率

499戸 502戸

分譲マンション事業につきましては、供給戸数が減少したことから販売戸数は前期実績を下回り

（内、当社持分）

332戸

18,214 ▲5.4% 

356戸

進め、事業全体の持続的成長を図っております。

販売戸数

契約ベース

増減額

▲ 1,03419,249

(▲24戸)(432戸) (▲102戸) (306戸)

663戸
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Ⅲ．連結財政状態について

❏ 連結貸借対照表

（ご参考）主要経営指標





49,926

その他

未成工事支出金

合計

販売用不動産

3,670

1,530

5,624

固
定
資
産

合計

有形固定資産

社債

21,091

77326,310

無形固定資産

投資その他の資産 5,248

32,603

長期借入金

86,28382,557 ▲ 3,725

▲ 1744

270

27,084

31,438 負債合計1,165

420

H25.3実績

17,334

▲ 4,874

15,668

11,041

28,481 32,526

3,000

5,736

負債の部

流
動
負
債▲ 5,423

771,452 合計

7,959

13,250

7,200

H26.3実績 増減

1年内償還予定
の社債

短期借入金13,933 3,401

▲ 2,066

固
定
負
債

流
動
資
産

売上債権

支払手形・工事
未払金等

54,800

その他

4,827

299 その他▲ 28

現金預金 735

H26.3実績資産の部

13,40014,135

▲ 2,112

57,117

▲ 1,140

140

▲ 4,045

7,582 ▲ 363

4,140

22,477

11,518

▲ 6,157

純資産

合計

50,959

31,598

24,590

2,43229,166

末に比べ4.5ポイント上昇し、財務健全性が向上しました。

33.8%

て、当期純利益の計上により純資産が約24億円増加したことから、自己資本比率は38.3％と前期

自己資本比率

また、営業活動により獲得した約92億円のキャッシュ・フローをもとに有利子負債を約73億円削

減し、借入依存度も低下しております。

以　　上

4.5pt

売用不動産及び未成工事支出金が減少したことから、総資産を約37億円圧縮いたしました。加え

38.3%

当期は、分譲マンションの販売が好調に推移したことや、大型開発案件の完成引渡しにより、販

当座比率 102.0%

資産合計

27

流動比率

H26.3実績

繰延資産

20.5pt

175.3%

81.5%

168.5% 6.8pt

7,945

759

▲ 1,732

H25.3実績 増減

12,58711,723 ▲ 864

H25.3実績

（単位：百万円）

▲ 5,417

1,0001,140

増減
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